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「平成の大合併」がもたらした地域課題の特質
―栃木県南地域「1市 5町」をめぐる合併論議を中心に―
中　村　祐　司
はじめに―問題の視覚―
いわゆる「平成の大合併」によって、日本にお
ける基礎自治体の数は 1,800 弱にまで減少した。
市町村合併は当該地域の首長や地方議員の地位の
みならず、住民にとっても公共サービスの需要や
負担などの点で、多かれ少なかれ生活上の変化を
もたらす類のものである。
本研究では、合併新法を受けた広域自治体の取
組事例として、「栃木県市町村合併推進審議会」
における一連の協議・決定内容を検討の対象に、
主に「合併基本構想」における栃木県南地域 1市
5 町 ( 栃木市と西方・大平・岩舟・藤岡・都賀の
各町 ) の組合せの提示に至るまでの経緯と、その
後の構想における追加修正の経緯を把握すること
とする。そして、こうした検討作業から読み取れ
るところの地域課題の特質を明らかにしていきた
い。
当該地域の市町村合併は、決して一般論で論じ
ることはできない。日本全国を見渡せば、いずれ
の基礎自治体も各々が固有の歴史・地理や文化性、
商工や農林業といった社会環境を有している。合
併をめぐる論議は、数値分析でなく具体的事例に
入り込めば入り込むほど、観察者は複雑な諸要因
に直面し戸惑うことになる。
組合せ一つを取っても、住民間での完全な合意
形成はあり得ない。市町村合併は、当該市町村の
住民の間に亀裂と摩擦をもたらす最大要因でもあ
る。合併の成否についても、これをどのくらいの
時系列的スパンで評価すれば良いのかについての
評価基準があるわけでもなく、まさに合併の成否
は「歴史が証明する」のである。
本研究について、特定の理論的分析の枠組みを
用いないことから、時系列的な展開を追うのみで
研究論文としての結論の有用性に欠けるのではな
いかという指摘がなされるかもしれない。しかし、
研究者が、散逸しがちな大量の行政資料から抽出・
整理・把握といった作業を行い、時系列的に合併
をめぐる広域自治体の取組事例を追っていくこと
は無意味ではないと考えられる。さらに、原資料
の枢要部分をコンパクトに提示するという意味で
固有の資料的価値を生み出すことになる。さらに
はそこから見出された知見のオリジナル性も否定
できないであろう。
こうした研究上の問題意識に立って、以下、「栃
木県市町村合併推進審議会」における協議内容
(2005 年 8 月から 2007 年 11 月まで ) を追ってい
くこととしたい。また、途中、第 5 回審議会 (06
年 3 月 ) において提示した、合併の組合せをめぐ
る試案 (「中村試案」) についても提示する。
１．「栃木県市町村合併推進審議会」の設置と方
向性の提示
栃木県南地域（栃木地区）において１市 4町（栃
木市と西方・大平・藤岡・都賀の各町）の合併論
議が今後、どのように推移していくのかが注目さ
れている (2008 年 10 月現在。1市 4町の人口の合
計は約 33 万 5,000 人 )。
「合併新法」（市町村の合併の特例等に関する
法律。05 年 4 月試行）にもとづいて、「栃木県市
町村合併推進審議会」（以下「合併審」と略）が
設置された。ここに市町村合併をめぐる都道府県
の関与がスタートしたことになる。
「合併審」は同年 8 月の初回会合を皮切りに、
07 年 11 月まで計 7 回にわたり開催された。第 1
回「合併審」(05 年 8 月 2 日 ) では、旧合併特例
法下での県内市町村の合併経緯（1999 年 3 月か
ら 2006 年 3 月までに県内市町村数は 49 から 33
に減少した。市町村数の内訳は市 14、町 19、村
0）や構想策定の基本方針（06 年 3 月下旬に構想
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案を答申することなど）、さらには、今後県の主
導でデータ分析（県内行財政の状況や人口・高齢
化の見通しなど）、首長等アンケート調査・構想
対象市町村住民意向調査、地域懇談会（「合併審」
委員による構想対象地域の意見聴取）、といった
アプローチがなされる旨が提示された。
２．検討対象市町村として「1 市 5 町」を提示（第
2 回・第 3 回「合併審」）
第 2回「合併審」（05 年 11 月 8 日）においては、
まず県内市町村の現況及び将来見通し（人口・面
積・高齢化の推移、行財政の現況と見通しや、通
勤通学・商圏・広域行政 1・広域市町村圏といっ
た県内市町村間の結びつき状況など）が示された。
次に合併の推進に関する基本的な事項（栃木県が
県内の市町村合併推進に積極的に取組んでいくこ
と、市町村に必要な支援を行っていくことなど）
が確認された。これらを踏まえて、構想対象市町
村・住民アンケート調査等の実施内容（対象地区
として宇都宮地区・栃木地区・芳賀地区を選定
し、同年 11 月～ 12 月に実施。アンケートの部数
は 5,000 部。調査内容は合併の必要性や理由、合
併の組合せや時期など）、地域懇談会の実施内容
（同年 11 月～ 12 月。上記各地区ごとに実施）、同
年9月から11月にかけて行われた首長等アンケー
ト結果（対象は当時の県内全市町村長 44 人及び
全市町村議会議員 909 人の合計 953 人）が提示さ
れた。
第 3 回「合併審」（06 年 2 月 16 日）において
は、まず先の県民アンケートの調査結果として、
市町村の住民サービスについて「満足している」
(51.9% )・「不満である」(33.0% ) や、合併につい
て「関心がある」(75.9% )・「関心がない」(23.1% )
などの結果が提示された。次に 05 年 12 月に７回
にわたって行われた地域懇談会 2 の開催結果が報
告された。そして、自主的な市町村合併を推進す
るために必要な措置（情報提供、合併支援プラン、
合併協議会設置等の勧告やあっせん及び調停の制
度の活用を検討、構想変更の可能性、地域の気運
醸成支援、市町村合併支援本部の設置継続）につ
いての確認がなされた。
さらに、構想対象市町村の組合せの基本的考え
方として、「小規模な市町村の行財政基盤の強化
を図ることを優先した組合せ」（「人口 1万未満の
小規模市町村を含む組合せ」や「人口 1万以上で
あっても行財政基盤強化を喫緊の課題とする市町
村を含む組合せ」）と「合併新法下の合併協議の
状況など、合併の気運醸成を踏まえた組合せ」の
2点が示された。
上記の考え方に立って、「合併審」では旧合併
特例法の適用を受けて合併した 8 市 1 町を除く 6
市 18 町をまずは検討の対象として、さらにデー
タ分析・アンケート調査・地域懇談会の「3点セッ
ト」（中村による呼称）を通して、検討対象市町
村は宇都宮地区（宇都宮市、上河内町、河内町）、
栃木地区（栃木市、西方町、大平町、岩舟町、藤
岡町、都賀町）、芳賀地区（真岡市、二宮町、益
子町、茂木町、市貝町、芳賀町）という結果が導
き出されたのである 3。
なお、「合併審」では、構想対象市町村の組合
せについて、「構想策定後、自主的・主体的な取
組により構想と異なる組合せによる法定合併協議
会が設置されたときは、構想の変更又は追加によ
り対応するもの」4 として、対応の具体策をめぐ
る硬直性を回避する立場を明確にした 5。
３．「組合せ」案としての「1 市 2 町」の提示と「1
市 5 町」への含み（第 4 回・第 5 回「合併審」）
第 4 回「合併審」（06 年 3 月 15 日）では、構
想対象市町村について、「組合せ 1」として「宇
都宮市・上河内町・河内町」（人口約50万 2,000人）、
「組合せ 2」として「栃木市・西方町・都賀町」（人
口約 10 万 3,000 人）、「組合せ 3」として「真岡市・
二宮町」（人口約 8万 3,000 人）が提示された。
このうち「組合せ 2」に注目すると、その理由
として「人口 1 万未満の小規模な市町村である
西方町を含むこと」「人口 1 万以上であっても行
財政基盤強化を喫緊の課題とする都賀町を含むこ
と」「生活圏域を踏まえた栃木地区広域行政圏の
中核である栃木市を母都市とすること」6 が挙げ
られた。「住民生活が結びついた 1 市 2 町の合併
により、県南の地方拠点都市として人口 10 万を
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超えることにより、行財政基盤強化を図り、更に
自立した行政運営が実現できる」（合併類型とし
ては「生活圏・行政圏一体型」）としたのである。
さらに踏み込んだ説明として、たとえば行財政
運営をめぐり、04 年決算における西方町と都賀
町の交付税依存率がそれぞれ 26.4%、23.3%であ
るのに対して、「母都市」である栃木市のそれは
11.9%と低いことなどが指摘された 7。そして、組
合せ表記以前の議論をまとめた内容として「栃木
県市町村合併推進構想（素案）」（以下「構想案」）
が示された。
第 5 回「合併審」（06 年 3 月 23 日）では、構
想対象市町村の組合せが前回審議会の枠組に沿っ
た形で決定した。また、「構想案」が「素案」か
ら「案」へと引き上げられた。そして協議の「そ
の他」で、「検討対象とした 3 地区のうち栃木地
区（栃木市、西方町、大平町、藤岡町、岩舟町、
都賀町）については、市町村の状況等から今回の
構想に記載しないが、小規模市町村である西方町
をはじめ行財政基盤の強化が必要な市町村も含ま
れることから、引き続き検討していくこととする」
8 方向が確認された（同月に「栃木県市町村合併
構想」を公表）。
４．「2 町合併」の試案を提示
第 1 回審議から、いわゆる「3 点セット」（各
種データ分析・アンケート調査・地域懇談会）に
接した「合併審」の一委員の考えとして、栃木地
区における 1 市 2 町（栃木市、西方町、都賀町）
ではなく、まずは 2町（西方町と都賀町）合併を
進めるべきであるという考えを持つに至ったた
め、第 5回「合併審」の場で以下のような試案を
提示した次第である。
第５回栃木県市町村合併推進審議会
中村試案：栃木地区における合併の組合せに
ついて (2006 年 3 月 23 日 )
西方町と都賀町の 2 町合併を提案する理由
は以下の五点である。
第１に、この間の栃木市、西方町、都賀町
の地域懇談会と首長・議員アンケートや県民
アンケートから読み取れるのは、果たして１
市５町（栃木市、西方町、大平町、藤岡町、
岩舟町、都賀町）の合併であろうか。
首長・議員アンケート、県民アンケートで
１市５町が望ましい組合せとしているのは、
栃木市（両方）、都賀町（首長・議員）であって、
西方町ではこの組合せは登場していないし、
大平町（首長・議員）はともかく、岩舟町や
藤岡町でも１市５町は登場してこない。大平
町、岩舟町、藤岡町における各々の町内意見
も割れているようで、やはりこのような状況
で１市５町を提示するのは困難ではという思
いがある。
第 2 に、そうなると栃木市・西方町・都賀
町という選択肢が出てくる。栃木市・西方町
合併協議会（任意合併協議会。設置期間は 04
年 6 月 24 日から同年 9 月 30 日まで）におけ
る西方町長の協議会立ち上げ時の説明を読む
限り、実質的には栃木市、都賀町、西方町の
合併が企図されていたと理解できるからであ
る。そうなると、栃木市・西方町合併協議の
破たんからまだ２年もたっていない中、同じ
組合せ（実質）を再燃させるのかという筋論
の問題もあろう。
また、合併協議会の破たんは西方町（と破
たんを受け副次的ではあるものの都賀町）が
当面は自助努力でやっていく「決意表明」と
も受け止められよう。さらに、小山・栃木の
合併協議会も長らく休止となっているし、「大
岩藤」（大平町・岩舟町・藤岡町）の合併協議
破たんの経緯もある。
要するに、栃木地区こそ、県が何かを提示
すべき地域であることは確かである。
第 3 に、栃木市・西方町・都賀町の組合せ
となると、西方町単独による自助努力を選択
した教訓はどうなってしまうのであろうか。
また、農業モデル自治体として西方町と都賀
町が合併する選択肢もあるのではないだろう
か。
さらには町民の自主性・主体性という点で
はどうか。都賀町では合併が差し迫っている
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という事態を受けた経験がなく、今まで合併
を真剣に考える機会がなかったのではないか。
宇都宮地区とは違って、栃木地区の１市（栃
木市）２町（西方町、都賀町）の合併では、
とくに都賀町は「寄らば大樹の蔭」の典型例
となってしまうのではないか。
そうであるからこそ、西方町と都賀町が一
緒になって知恵を絞り合う環境（＝西方町・
都賀町の 2 町合併）を県の支援・後押しで作
り出してはどうであろうか。
第 4 に、2 町（西方町・都賀町）合併となっ
た場合、人口は 2 万人を僅かに超える。栃木
県内において人口2万人以下は塩谷町、岩舟町、
藤岡町、芳賀町、市貝町、茂木町、二宮町の
みとなる。
また、たとえば栃木市の「起債制限比率」
は 13.3％で「黄色信号一歩手前」といわれて
いる（一般的には、比率が 15％を超えると「黄
色信号」、20％を超えると「赤信号」といわれ
一部の地方債の発行が制限される）。こういう
ところが合併論議では引っかかってくるはず
（同様な合併論議破たんの事例として静岡県南
伊豆町・下田市のケースがある）である。
市と一緒になるのは決して「バラ色」では
ない。ちなみに、西方町の起債制限比率は8.8%、
都賀町の起債制限比率は 8.0％で、経常収支比
率についても西方町・都賀町は栃木市よりも
低い（もちろん財政力指数や地方交付税への
依存率などの点ではいずれも栃木市が上回っ
ている）。
社会資本整備状況を見ても、栃木市は 52.1%
で県内 33 市町中 29 位である。それに対して
西方町は 76.6%で 9 位。生活排水処理人口普及
率（下水道普及率）についても、栃木市 56.9%
に対して西方町は 79.1％と高い。市と一緒に
なったからといって、決して行財政基盤は安
泰だとはいえないのである。
第 5 に、県内を見渡した上での見解として
いえば、「そうか、合併というのは都市にくっ
付くことなんだ」といった、このままでは市
への編入という合併環境がワンパターンとし
て県内で固まってしまうのではないか、とい
う懸念がある。すなわち、「人口万能論」・「都
市万能論」・「小規模自治体不要論」である。
人口 10 万人が本当に基礎自治体の適正規模と
いえるのか、といった疑問もある。
将来的にはともかく当面西方町・都賀町の
二町合併によって、果たして「○○町」のま
まではいけないのか。「○○町」の規模は大き
くはないが、その規模で本当にやっていけな
いのであろうか。　「栃木県市町村合併推進構
想（素案）」の「県の基本的な考え方」の中に、
「二次合併も含め、県内の自主的・主体的な市
町村合併を積極的に推進することとする」(13
頁 ) とあるように、2 町合併をまずは優先させ
るべきではないだろうか。
2 町合併であれば、地域審議会、地域自治区
をしっかりと固めた上で、次のステップに向
かうことのできる可能性も提供されるのでは
ないだろうか。2 町合併は、「生活圏・行政圏
一体化型」「拠点都市形成型」とは異なる、「行
政基盤強化型」（比較的小規模な単位での合併
により、行財政基盤の強化や効果的なまちづ
くりを行う）となり「構想対象市町村の組合
せ」全体（宇都宮市・上河内町・河内町の組
合せは「拠点都市形成型」に、栃木市・西方町・
都賀町の組合せは「生活圏・行政圏一体型」に、
そして、真岡市と二宮町の組合せも「生活圏・
行政圏一体型」に位置づけられた）からもバ
ランスが取れたものといえるのではないだろ
うか。
素案には、「構想策定後、自主的・主体的な
取組により構想と異なる組合せによる法定合
併協議会が設置されたときは、構想の変更又
は追加により対応するものとする」(17 頁 )、「当
初の構想は一部地域を対象とし、その後、構
想対象市町村を追加、変更するなど段階的に
作成する」(30 頁 )、「構想策定後、県において
構想の変更等を行う必要が生じたときや構想
対象市町村及び対象外市町村から構想の組合
せの変更、追加の要請があるときは、その都度、
市町村合併推進審議会の意見を聴きながら構
想の変更等を行う」( 同 )、「本構想策定後、当面、
合併協議会の勧告は行わない」(31 頁 )、とある。
要するに、栃木県の合併基本構想素案の性
格特性として、今後の変動状況を考慮し、栃
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木県が強力な主導性を発揮するというよりは、
柔軟かつ慎重な対応に終始しようとする姿勢
が滲み出た内容となっているのである。
栃木県内全域の合併動向地図を見渡せば、
那須町、那珂川町、塩谷町を除けば、今後の
宇都宮地区や芳賀地区なども含めて、市がま
さに「南進してくる」かのような「合併プレッ
シャー」がある。「合併プレッシャー」を受け
るのは、野木町も同様であろう。そういう中で、
壬生町、上三川町という存在もある。したがっ
て、2 町合併（西方町・都賀町）こそ町のあり
方を再考する絶好の機会となるのではないだ
ろうか。
そして、栃木地区における大平町、岩舟町、
藤岡町のことを栃木県はどう考えるのかとい
う重要課題がある。各々の町内で意見が様々
であるからそのままにしておくのか。１市 2
町（栃木市・西方町・都賀町）で合併となっ
た場合、「大岩藤」の今後の選択肢が限定・固
定化されるのではないだろうか。
住民生活をより良くするという合併の理念
に立ち返れば、今回の県の柔軟な対応の中で、
例えば、栃木市を中心とした１市５町の合併
を考えるにしても、合併後の「旧西方町・旧
都賀町」と大平町、岩舟町、藤岡町とがじっ
くりと話し合う機会の場が必要であろう。2 町
合併の過程を「大岩藤」が学ぶことで、次の
ステップに移ることができ、さらに栃木市に
とっても、その間の経緯を見据えることで、
今後の１市５町の合併の設計を描くことがで
きるのではないだろうか。
５．「検討対象地区」の追加変更と両論併記（第
6 回・第 7 回「合併審」）
第 6回「合併審」(07 年 2 月 8 日 ) において、「構
想に係る検討対象地区の拡大等について」( 協議
第 1 号 ) で、検討対象地区を当初の 1 市 5 町 ( 栃
木地区＝栃木市、西方町、大平町、藤岡町、岩舟
町、都賀町 ) から小山地区（小山市、野木町）に
も拡大することとした。
その理由として、① 2000 年 6 月から休止中で
はあるものの、既に栃木市と小山市との間で法
定合併協議会が設置されていること、②栃木市と
小山市の両市が、将来、栃木地区、小山地区での
合併による中核市実現への考えを表明している
こと、③首長議員アンケート ( 小山市 ) や県民ア
ンケート ( 栃木市 ) において、前者では 14.3%が、
後者では 10.9%が栃木市と小山市の合併を望んで
おり、また、栃木市における地域懇談会でもその
ような意見が出されていること、の 3点が挙げら
れた。
とくに野木町については、「地理的状況、行財
政基盤強化の観点」と、小山市への通勤・通学・
商圏が各々 11.2%、16.3%、14.2%といった数字が
示すような「生活圏の一体化」が指摘された 9。
また、今後、小山市と野木町において地域懇談
会を実施することが確認された。
第 7 回「合併審」(07 年 11 月 13 日 ) において、
「構想対象市町村の組合せの追加について」( 協議
第 1 号 ) で、従来の１市 5 町と、それに小山市と
野木町を加えた2市 6町 (栃木市・西方町・大平町・
藤岡町・岩舟町・都賀町・小山市・野木町 ) が、「組
合せ 3」に盛り込まれることとなった。いわゆる
両論併記の形で、掲載は最初に 2 市 6 町、次に 1
市 5町が提示された。
その理由説明として、「地方分権の進展や道州
制の検討等の中長期的展望を踏まえると、更に充
実した行政権能等を有する中核市を目指す 2 市 6
町の組合せが望ましい。このうち、栃木地区 1市
5 町の組合せについては、行財政基盤の充実強化
を図ることが喫緊の課題である小規模な市町村を
含む組合せであり、合併を視野に入れた市町村間
の協議が始まるなどの気運の高まりや合併新法の
法期限も考慮すると、優先的に取り組むことが望
ましい」10 とされたのである。
こうして、上記内容が「第 2次栃木県市町村合
併推進構想」に盛り込まれることとなった。
その後、08 年 7 月に岩舟町で行われた 1 市 5
町の合併か 1 市 1 町 ( 佐野市、岩舟町 ) の合併
かを問う住民投票において、後者が前者を大幅
に上回った (1 市 1 町に賛成が 5,492 票で 61.18%
の得票率。1 市 5 町に賛成が 3,485 票で得票率は
38.82% )。これを受けて 1 市 5 町の合併から岩舟
町は離脱し、佐野市との合併を目指すこととなっ
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た。また、1 市 5 町を支持した町長は辞任した。
栃木県は「1 市 4 町」で合併を進める方向で支援
する姿勢ではいるものの、藤岡町や西方町などで
は別の組合せを模索する動きも住民サイドから顕
在化しており、構想自体が今度どのように展開し
ていくのかについては不透明な状況にある (2008
年 10 月現在 )。
おわりに―「全方位的関係者協議会」の設置を―
以上のように、05 年 8 月以降、07 年 11 月にか
けて 7回に及んだ「合併審」での協議内容を追っ
てきた。以下、そこから見出される合併論議をめ
ぐる特質や諸課題についていくつか指摘しておき
たい。
第 1に、合併新法を受けて、栃木県は県内構成
市町村から見れば広範囲に及ぶ情報収集力 ( デー
タ分析・アンケート調査 ) や調整力 ( 地域懇談会
の設定 ) を発揮した。地方政府として自らが保有
する諸資源を活用して、県内合併政策をめぐる「シ
ンクタンク・調整機能」を発揮したといえるので
はないだろうか。基本的スタンスとして、当該市
町村による自己決定を重視し、知事による勧告の
提出は行わないとした。合併のあるべき姿の解を
見出すことは容易ではない中で、広域自治体とし
て一定の役割を果たした。
確かに、なぜもっと 1 市 5 町 ( 現段階では 1 市
4 町 ) の合併に向けた具体的支援策を県は提供し
ないのか、といった不満は当該市町の首長などは
抱いているものと思われる。しかし、たとえ緩や
かではあっても一定の方向性を提示し、その後は
関係市町の動きを見守るという基本姿勢は、合併
をめぐる広域自治地体の一つの選択肢として考え
られる。「合併審」設置の際に、県が当該地域の
合併問題に介入してくるのを懸念する声が存在し
たことも事実であるからである。また、こうした
「市町村重視」の姿勢を継続する知事を選出した
のも県内有権者だからである。
第 2に、こうした県の合併をめぐる「柔らかい
関わり」の流れの中で、第 2次構想における 2市
6 町と 1 市 5 町の両論併記を理解することができ
る。後者を優先することで、将来的には前者を目
指していく道筋を示したことの意義は大きいので
はないだろうか。
また、岩舟町が離脱したことで、1 市 5 町その
ものをもう一度白紙から考えるのではなく、たと
え今後岩舟町の対応に追随する動きが他市町で出
てきたとしても、それは 1市 5町構想の欠陥を意
味するものではなく、当構想を「補完する」動き
と捉えられるのではないだろうか。
第 3に、そうであるからこそ、今後は「1市 4町」
をめぐる「離脱論」の主張者に対してのみならず、
全く別の組合せでの合併の主張者に対しても、同
じテーブルに付くという意味において、協議の門
戸を開放する「全方位的関係者協議会」の設置な
いしはそのための環境づくりに栃木県は取り組む
べきではないだろうか。
この施策の実現こそ、「市町村重視」という県
のスタンスが実態のあるものなのかどうかの試金
石になるように思われる。「時間がない」を理由に、
頑なに 1市 4町の実現に向け突き進む姿勢は避け
なければならない。
第 4 に、「合併審」の基本姿勢の継続は、同時
に当該市町における住民、首長、市議・町議、選
挙区に関わる県議の、そして商工、農業、医療、
教育や保育、その他各種サービス、広域行政など
の関係者の間でいかに「合意への努力」が実践さ
れるかを当該地域に問うことになるのではないだ
ろうか。
地方自治体にしろ中央政府にしろ、行政サービ
スは総合行政である。合併論議において関係者は
常に「自治体の総合計画」をイメージしたらどう
であろうか。合併の組合せを考える場合、各々が
今までの活動や経験に該当する特定の政策個別領
域に立脚して、合併を論じる不可避的な傾向があ
る。
それは悪いことではない。具体的な経験の蓄積
は合併論議における重要な素材だからである。し
かし、敢えて各自・各組織のそうした主張が、総
合行政に対する全体的・網羅的な把握にもとづい
たものではなく、一部分要素に立脚した視点だと
いう自覚・抑制が必要なのではないだろうか。他
者の主張に耳を傾けない合併論議は感情レベルの
対立しか生み出さないからである。
第 5に、今後は合併の趨勢を定める関係市町の
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「地域力」こそが、当該地域の合併論議にそのま
ま反映されるであろう。合併論議が不毛な感情的
対立と相互の不信の増幅で終わるのか、それとも
自らの地域社会づくりのための強力な道具・手段
として磨き上げるのかは、ひとえに当該市町にお
ける多様な関係者間で、プロセスとしての「合意
への努力」が実践されるか否かにかかっている。
その意味で合併は「究極の地方行財政改革」で
あると同時に、地方自治を実践する「究極の地域
づくり」の側面を有している。そのためには全て
の関係者は、他者の主張に謙虚に耳を傾けると同
時に、合併に関わる広範に及ぶ諸課題を把握する
より一層の努力を行わなければならない。
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Abstract
YUJI NAKAMURA
The purpose of this paper is to clarify the discussion about the mergers of municipalities in Tochigi Prefecture. 
Tochigi Prefectural Government set up “the Merger-Promoting Committee” in 2005, which was to make some plans 
for some combinations of the merger. 
The Committee proposed that the merger of “1 city (Tochigi) and 2 municipalities (Nishikata and Tsuga) “is an 
appropriate example in 2006. However, the Committee changed the proposal into the merger of “1 city (Tochigi) and 
5 municipalities (Nishikata, Tsuga, Ohira, Iwafune and Fujioka)” in 2006.
Moreover, the Committee added “1 city (Oyama) and 1 municipality (Nogi) “ to the plan of “1 city and 5 
municipalities” in the same year.
Finally, The Committee presented the opinions of both sides (“1 city and 5 municipalities” and “2 city and 6 
municipalities”) in its report.
（2008 年 11 月 4 日受理）
